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府中市人事行政の運営などの状況 

（平成２９年度）をお知らせします 

         
府中市職員の給与などについて、「地方公務員法第５８条の２、第５８条の３」及び「府中市人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例第６条」の規定に基づき、平成２９年度における人事行政の運営などの状況を次

のとおり市民のみなさまに公表します。 

問い合わせ先   人事秘書課（℡４３－７１０５） 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用及び退職等の状況について 

①職員の採用退職状況（平成２９年４月２日～平成３０年４月１日） 

区分 採用職員数 
退職 

計 

内訳 

定年 勧奨 普通 その他 

行政職 １０ １２ ５ ３ ４ ０ 

医療職 ８ ５ ３ １ １ ０ 

技能労務職 ０ １ ０ ０ １ ０ 

教育職 １ １ ０ １ ０ ０ 

合計 １９ １９ ８ ０ ９ ２ 

（採用、退職には再任用フルタイム職員の採用、退職を含みます。） 

 

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由 （平成３０年４月１日現在） 

        

区 分 

部 門 

   職  員  数（人） 対前年度 

増 減 数 

（人） 

主 な 増 減 理 由 
平成２９年度 平成３０年度 

一 

般 

行 

政 
議  会 ４ ４   

総  務 ５８ ５７ ▲１ 派遣職員減 

税  務 ２３ ２２ ▲１ 退職減 

農林水産 １１ １１   

商  工 ４ ４   

土  木 ４３ ４１ ▲２ 退職減 

民  生 ９２ ９４ ２ 事務の増加に伴う職員増 

衛  生 ４０ ３９ ▲１ 事務統廃合縮小 

小  計 ２７５ ２７２ ▲３  

特
別 

行
政 

教  育 ３１ ３１   

公
営
企
業
な
ど 

病  院 ９９ １０２ ３ 医療職採用に伴う増 

水  道 １４ １４   

下 水 道 ５ ５   

そ の 他 ２５ ２５   

小  計 １４３ １４６ ３  

合   計 ４４９ ４４９ ０  
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２ 職員の人事評価の状況 

（１） 人事評価の実施状況 

【制度概要】 

・組織マネジメント力の向上を図る業績評価と人材育成を図る能力評価を併用し、職責に応じた役割と能力を考慮し 

て、職員の目標達成度及び勤務成績の評価を実施しています。 

 

①対象者、評価者及び調整者について 

被評価者 評価者 調整者 

部 長 副市長（教育長） 市 長 

課長等 部 長 副市長 

主幹・課長補佐 
課長等 部 長 

係長・係員等 

※評価者とは、評価を行う人です。調整者とは、評価者と被評価者の評価結果について調整が必要な場合に、その調

整を行う人です。評価者、調整者等が空席の場合は、上席者が実施します。 

 

３ 職員給与の状況 

（１） 人件費の状況 （平成２９年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

平成30.3.31現在 

歳出額 

（ Ａ ） 

人件費 

（ Ｂ ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

（参考） 

前年度の人件費率 

40,007人 19,507,297千円 2,855,507千円 14.6％ 14.1％ 

 

（２） 職員給与費の状況 （平成２９年度普通会計決算） 

職員数 

（ Ａ ） 

給     与     費 １人当たり給与費 
（Ｂ／Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 （ Ｂ ） 

303人 1,163,658千円 169,495千円 468,750千円 1,801,903千円 5,947千円 

 

（３） 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 （平成３０年４月１日現在） 

区 分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 337,859円 44.5歳 

※  「平均給料月額および平均年齢」とは、一般行政職の職員に係る給料月額の総額、職員の年齢の合計を、それぞれ当

該職員数で割り算した平均数値です。従って、平均年齢に該当する職員が受ける給料月額が、必ずしもこの平均数値と一

致するものではありません。 

 

（４） ラスパイレス指数の推移（一般行政職） 

年 度 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

ラスパイレス指数 
100.0 

(108.3) 
99.2 95.6 99.3 99.3 

※ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与を１００として、国家公務員と府中市の職員の給料月額を比較した 

ものです。※（ ）内は国家公務員の給料カット適用後の数値です。 
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（５） 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在） 

区   分 府 中 市 広 島 県 国 

一般行政職 

大学卒 179,200円 185,800円 179,200円 

高校卒 151,500円 151,500円 147,100円 

 

（６） 職員の期末・勤勉手当の状況（平成２９年度支給割合） 

 区 分 府 中 市 広 島 県 国 

支 給 期 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

 ６ 月期 1.225月 0.85月 1.225月 0.85月 1.225月 0.85月 

１２月期 1.375月 0.95月 1.375月 0.95月 1.375月 0.95月 

年 間 計 2.60月 1.8月 2.60月 1.8月 2.60月 1.8月 

加算措置 いずれも職制上の段階、職務の級等による加算措置有  

 

（７） 職員の退職手当支給率（平成３０年４月１日現在） 

区  分 
府 中 市 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 

１人当たり平均支給額 12,184千円 20,031千 円   

 ※ 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 
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（８） 特別職の給料・報酬の状況（平成３０年４月１日現在） 

区   分 給料・報酬額 

給  料 

市 長 430,000 円 

副 市 長 700,000 円 

教 育 長 656,000 円 

報  酬 

議 長 477,000 円 

副 議 長 433,000 円 

議 員 400,000 円 

 

 

（９） 特別職の期末手当の状況（平成２９年度支給割合） 

区 分 市長・副市長 議長・副議長・議員 

 ６  月期 2.075月 2.075月 

１２ 月期 2.325月 2.325月 

年 間 計 4.40月 4.40月 

  ※ 一般職と同様加算措置あり（特別職、議長、副議長、議員は20％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

（１０） 等級等ごとの職員の数の公表（平成３０年４月１日現在） 

  

行政職給料表(一)        

職務

の級 

等級別基準職務表に規定する 

基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 段階 

１級 

市長事務部局、議会事務局、監査事務

局、選挙管理委員会事務局、農業委員会

事務局、水道企業事務部局、病院事業事

務部局及び教育委員会事務部局（以下こ

の表において「各事務部局」という。）

の１級主事及び１級技師の職務 

10 2.9% 

１級主事 6 

231 68.3% 
係
員
級 

１級技師 4 

計 10 

２級 

１ 各事務部局の２級主事及び２級技師

の職務 

２ 各事務部局の主事及び技師の職務 

23 6.8% 

２級主事 12 

２級技師 11 

計 23 

３級 
各事務部局の主任主事及び主任技師の職

務 
99 29.3% 

主任主事 64 

主任技師 32 

主事（再任

用） 
2 

技師（再任

用） 
1 

計 99 

４級 各事務部局の主任の職務 99 29.3% 
主任 99 

計 99 

５級 

１ 各事務部局の係長の職務 

２ 環境センター所長の職務 

３ 保育所の副保育所長の職務 

４ 子育て支援センター所長の職務 

５ 公平委員会の幹事職員の職務 

６ 各事務部局の主査の職務 

66 19.5% 

係長 55 

66 19.5% 
係
長
級 

環境センター

所長 
1 

副保育所長 4 

子育て支援セ

ンター所長 
1 

主査 5 

公平委員会の

幹事職員 
0 

計 66 

６級 

１ 市長事務部局の課長、室長、保育所

長、支所長及び課の課長補佐の職務 

２ 会計管理者の職務 

３ 議会事務局、監査事務局、選挙管理

委員会事務局及び農業委員会事務局の事

務局長の職務 

４ 水道企業事務部局の課長の職務 

５ 病院事業事務部局の事務長及び副事

務長の職務 

６ 教育委員会事務部局の課長及び課長

補佐の職務 

７ 各事務部局の課長相当職とみなされ

る主幹及び担当監の職務 

36 10.7% 

課長 18 

36 10.7% 
課
長
級 

室長 1 

保育所長 6 

支所長 1 

課長補佐 0 

会計管理者 0 

事務局長 2 

事務長 1 

副事務長 1 

主幹 5 

担当監 1 

計 36 

７級 

１ 市長事務部局及び教育委員会事務部

局の部長の職務 

２ 各事務部局の部長相当職とみなされ

る参事の職務 

5 1.5% 

部長 4 

5 1.5% 
部
長
級 

参事 1 

計 5 

 合計 338 100.0%      
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医療職給料表(一)        

職務 

の級 

等級別基準職務表に規定する 

基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 段階 

１級 医員の職務 0 0.0% 医員 0 0 0.0% 
課
長
級 

２級 

１ 医長の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う医員の職務 

2 40.0% 

医長 2 

2 40.0% 医員 0 

計 2 

３級 

１ 副院長の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う医長の職務 

2 40.0% 

副院長 2 

3 60.0% 
部
長
級 

医長 0 

計 2 

４級 院長の職務 1 20.0% 院長 1 

 合計 5 100.0%      
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医療職給料表(二)        

職務 

の級 

等級別基準職務表に規定する 

基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 段階 

１級 

臨床検査技師、診療放射線技師、

理学療法士、作業療法士、介護福

祉士、精神保健福祉士及び臨床心

理士の職務 

0 0.0% 

臨床検査技師 0 

10 91.0% 
係
員
級 

診療放射線技師 0 

理学療法士 0 

作業療法士 0 

介護福祉士 0 

精神保健福祉士 0 

臨床心理士 0 

計 0 

２級 

１ 薬剤師の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う臨床検査技師、診

療放射線技師、理学療法士、作業

療法士、介護福祉士、精神保健福

祉士及び臨床心理士の職務 

5 45.5% 

薬剤師 0 

臨床検査技師 0 

診療放射線技師 0 

理学療法士 0 

作業療法士 2 

介護福祉士 0 

精神保健福祉士 2 

臨床心理士 1 

計 5 

３級 

１ 高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う薬剤師の職務 

２ 特に高度の知識又は経験を必

要とする業務を行う臨床検査技

師、診療放射線技師、理学療法

士、作業療法士、介護福祉士、精

神保健福祉士及び臨床心理士の職

務 

5 45.5% 

薬剤師 1 

臨床検査技師 1 

診療放射線技師 0 

理学療法士 0 

作業療法士 1 

介護福祉士 0 

精神保健福祉士 1 

臨床心理士 1 

計 5 

４級 

主任薬剤師、主任臨床検査技師、

主任診療放射線技師、主任理学療

法士、主任作業療法士、主任介護

福祉士、主任精神保健福祉士及び

主任臨床心理士の職務 

1 9.0% 

主任薬剤師 1 

1 9.0% 
係
長
級 

主任臨床検査技

師 
0 

主任診療放射線

技師 
0 

主任理学療法士 0 

主任作業療法士 0 

主任介護福祉士 0 

主任精神保健福

祉士 
0 

主任臨床心理士 0 

計 1 

５級 薬局長及び技師長の職務 0 0.0% 

薬局長 0 

0 0.0% 
課
長
級 

技師長 0 

計 0 

 合計 11 100.0%      
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医療職給料表(三)        

職務の

級 

等級別基準職務表に規定する 

基準となる職務 

合計 内訳 職制上の段階 

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 段階 

１級 准看護師の職務 0 0.0% 准看護師 0 

68 88.3% 
係
員
級 

２級 

１ 看護師の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要

とする業務を行う准看護師の職

務 

24 31.2% 

看護師 23 

准看護師 1 

計 24 

３級 

１ 高度の知識又は経験を必要

とする業務を行う看護師の職務 

２ 特に高度の知識又は経験を

必要とする業務を行う准看護師

の職務 

44 57.1% 

看護師 26 

准看護師 18 

計 44 

４級 主任看護師の職務 4 5.2% 主任看護師 4 4 5.2% 
係
長
級 

５級 総看護師長及び看護師長の職務 5 6.5% 

看護師長 4 

5 6.5% 
課
長
級 

総看護師長 1 

計 5 

 合計 77 100.0%      

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１） 勤務時間の状況（平成３０年４月１日現在） 

１週間の勤務時間 ３８時間４５分 

勤務時間 ８：３０～１７：１５ 

休憩時間 １２：００～１３：００ 

※業務の性質により、上記の勤務時間によることができない職場・職種の勤務時間は別に定めています。 

 

（２） 休暇制度の概要 

職員の主な休暇等は次のとおりです。なお、職員の休暇制度は府中市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

及び規則により定められています。 

 

休暇名 付与日数 内容 

年次有給休暇 １年につき２０日 
翌年に限り２０日を限度として繰り越すことができる。 

中途採用者は採用月に応じて付与。 

特別休暇 内容により異なる 

【主なもの】ボランティア休暇（５日）、結婚休暇（５日）、

産前産後休暇（産前８週、産後８週）、育児参加（５日）な

ど。 

病気休暇 
療養のため勤務しないこと

がやむを得ないと認められ

る必要最小限度の期間 

職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しない

ことがやむを得ないと認められる場合における休暇。 

介護休暇 ２週間以上６か月以内 
配偶者、父母、子等を介護する場合に取得できる休暇。取得

時間によって給与を減額。 

 

（３） 年次有給休暇の取得状況 

期間 平均取得日数 

平成２９年１月１日～ 

平成２９年１２月３１日 
１０．６日 
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５ 職員の休業に関する状況 

地方公務員の育児休業等に関する法律等に基づく休業制度の利用状況については、次のとおりです。 

（１）休業の状況（平成２９年度実績） 

休業名 概要 期間 取得者数 

育児休業 【無給】子を養育するための休業制度です。 子が３歳に達するまで １０人 

部分休業 【無給】子を養育するため、勤務時間の一部を

勤務しないことができる制度です。 

１日２時間までで、子

が３歳に達するまで 

１人 

配偶者同行休業 【無給】職員の配偶者が外国に勤務等で滞在す

る際に同行することができる制度です。 

３年間まで ０人 

※年度内に新規取得した延べ人数を記載しています。 

 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２９年度） 

 

（１）分限処分の状況 

免職 降任 休職 降給 合計 

０ ０ １０ ０ １０ 

 

（２）懲戒処分の状況 

免職 停職 減給 戒告 合計 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

７ 職員の服務の状況 

 

（１）職務専念義務免除の概要 

職務に専念する義務の特例に関する条例により、職務専念義務が免除される事項は次のとおりです。 

① 研修を受ける場合 

② 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

③ 専ら職員団体の業務に従事する場合 

④ その他市長の定める場合 

 

 

８ 職員の退職管理の状況 

府中市職員の退職管理に関する条例等の規定に基づき、課長相当職以上で退職した者が離職後２年以内に

営利企業等以外の法人で報酬を得る場合、または営利企業の地位に就いた場合には、任命権者への届出を義務

付けており、毎年度、再就職の状況について公表することとしています。 

 

（１）再就職の状況（平成３０年４月１日現在） 

 公表対象 

再就職者数 

 

地方公共団体等の事務又は事業

と密接な関連を有する法人 

営利企業等その他の法人 

平成２７年度退職者 ０人 ０人 ０人 

平成２８年度退職者 ２人 ２人 ０人 

平成２９年度退職者 １人 １人 ０人 

※地方公共団体等の事務又は事業と密接な関連を有する法人とは、府中市社会福祉協議会、府中市まちづく

り振興公社、地方独立行政法人など、市の業務と関連の深い法人です。 
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９ 職員の研修の状況 

 

（１） 研修の実施状況 

研修施設名等 平成２８年度に研修を受けた職員数 平成２９年度に研修を受けた職員数 

広島県自治総合研修センター ８７人 ７７人 

市町村職員中央研修所 ２人 １人 

市町村国際文化研修所 ７人 ６人 

業務改善研修（独自） ６８人 － 

障害の特性と合理的配慮の理

解について（独自） 
－ ７６人 

人事評価研修 ３４５人 ９９人 

そ の 他 １１０人 ６０人 

合   計 ６１９人 ３１９人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況（平成２９年度） 

 

（１）職員の健康管理などに関する状況 

受診項目 受診者数 

一般健康診断 ３１人 

人間ドック ３８８人 

 

（２）職員の福利厚生事業の状況 

・職員の生活安定及び福祉の向上を図るため、広島県市町村職員共済組合に加入し社会保障、福利厚生事業 

が組合を通じて行われています。 

・また、職員の厚生制度として地方公務員法第４２条の規定に基づき、府中市職員互助会を組織し、会員の 

掛金及び市の負担金（平成２７年度から負担金０円として繰越金のみで運営しています）により福利厚生事 

業を行っています。 

 

事業種別 事業内容 財源 

給付事業 
結婚、死亡などの慶弔給付、及び退職

や被災などに対する給付 
職員の会費のみで運営 

福利厚生事業 
健康の維持、推進やスポーツ大会など

での職員交流に対する助成事業 
市の負担金で運営 

 

（３）公務災害補償制度 

公務災害認定件数（平成２９年度） 

区分 件数 

公務災害 １件 

通勤災害 １件 

計 ２件 
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○公平委員会の報告事項（平成２９年度） 

 

地方公務員法第８条第２項に基づく公平委員会の事務処理状況は次のとおりです。 

 

(１) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

件数：０件 

(２) 不利益処分に関する審査請求の状況 

件数：０件 

(３) 職員の苦情処理の状況 

件数：０件 


